
○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第２号 

改正案 現行 

別紙様式第２号（第15条関係） 

 

            第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                           住 所 

                         信 用 組 合 名 

                         理事（組合）長  氏名         印 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

（削る） 

買 入 手 形 
（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 
（略） 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

 （記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項（簡便な計算により算出した

時価に代わる金額について開示を行う場合には、その旨及び算定方法についても記載すること。） 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

 (6) 持分法損益等に関する財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条の９に規定す

る事項 

(7)～(25) （略） 

２．～６．（略） 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

別紙様式第２号（第15条関係） 

 

            第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

       年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                           住 所 

                         信 用 組 合 名 

                         理事（組合）長  氏名         印 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

全 信 組 連 短 期 資 金 

買 入 手 形 
（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 
（略） 

リ ー ス 債 務 

（新設） 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (新設) 

  

(新設) 

(新設) 

 

(4)～(22) （略） 

  ２．～６．（略） 

   （新設） 

 

 



改正案 現行 

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1)  当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

８．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

その修正の内容及び金額 

９．（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．（略）  

 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第３号 

改正案 現行 

別紙様式第３号（第15条関係） 

 

  年   月   日から 

損益計算書 第  期 

                     年   月   日まで  

年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                           住 所 

                         信 用 組 合 名 

                         理事（組合）長  氏名         印 

科      目 金           額 

（略） 

     預 け 金 利 息 

（削る） 

     買 入 手 形 利 息 

（略） 

（略） 

× × × 
（削る） 

× × × 
（略） 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

９．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第63条の２に規定する吸収合

併消滅組合をいう。以下同じ。）の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  10．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

11．（略） 

 

別紙様式第３号（第15条関係） 

 

  年   月   日から 

損益計算書 第  期 

                     年   月   日まで  

年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                           住 所 

                         信 用 組 合 名 

                         理事（組合）長  氏名         印 

科      目 金           額 

（略） 

     預 け 金 利 息 

  全 信 組 連 短 期 資 金 利 息 

     買 入 手 形 利 息 

（略） 

（略） 

× × × 
× × × 
× × × 

（略） 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

９．（略） 

 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第６号 

改正案 現行 

別紙様式第６号（第15条関係） 

 

            第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

        年  月  日 作成 

        年  月  日 備付 

                     住    所 

                        信用協同組合連合会名 

                        理  事  長  氏名         印 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

(6) 持分法損益等に関する財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条の９に規定

する事項 

(7)～(25) （略） 

２．～６．（略） 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

別紙様式第６号（第15条関係） 

 

            第  期（  年   月  日現在）貸借対照表 

        年  月  日 作成 

        年  月  日 備付 

                     住    所 

                        信用協同組合連合会名 

                        理  事  長  氏名         印 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

リ ー ス 債 務 

（新設） 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (新設) 

 (新設) 

(新設) 

 

(4)～(22) （略） 

  ２．～６．（略） 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 



改正案 現行 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

８．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

その修正の内容及び金額 

９．（略） 

 

 

 

 

 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．（略） 

 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第７号 

改正案 現行 

別紙様式第７号（第15条関係） 

 

  年   月   日から 

損益計算書 第  期 

                     年   月   日まで  

年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                     住    所 

                       信用協同組合連合会名 

                       理  事  長  氏名         印 

  

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

９．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第63条の２に規定する吸収合

併消滅組合をいう。以下同じ。）の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  10．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

11．（略） 

 

別紙様式第７号（第15条関係） 

 

  年   月   日から 

損益計算書 第  期 

                     年   月   日まで  

年   月  日 作成 

       年   月  日 備付 

                     住    所 

                       信用協同組合連合会名 

                       理  事  長  氏名         印 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

９．（略） 

 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第９号 

改正案 現行 

別紙様式第９号（第68条第１項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

    業 務 報 告 書 
     年  月  日から 

         第   期 

年  月  日まで 

                          （信用組合名）            

                         （所  在  地）                       

                                       年  月  日 

       殿 

                          （信用組合名） 

                          （理事（組合）長  氏名              印） 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

 

業  務  報  告  書 

                                             

（略） 

  

第 １ 事 業 概 況 書 
  年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

１．～６．（略） 

７．商品有価証券 

種   類 額 面 金 額 取 得 原 価 当 期 末 残 高 
当期末手元現

在高 

商 品 国 債 千円 千円 千円 千円 

  長 期 利 付 国 債     

  中 期 利 付 国 債     

  割 引 国 債     

  国 庫 短 期 証 券     

  そ の 他     

商 品 地 方 債     

商 品 政 府 保 証 債     

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券     

合       計     

別紙様式第９号（第68条第１項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

    業 務 報 告 書 
     年  月  日から 

         第   期 

年  月  日まで 

                          （信用組合名）            

                         （所  在  地）                       

                                       年  月  日 

       殿 

                          （信用組合名） 

                          （理事（組合）長  氏名              印） 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

 

業  務  報  告  書 

                                             

（略） 

 

第 １ 事 業 概 況 書 
  年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

１．～６．（略） 

７．商品有価証券 

種   類 額 面 金 額 取 得 原 価 当 期 末 残 高 
当期末手元現

在高 

商 品 国 債 千円 千円 千円 千円 

  長 期 利 付 国 債     

  中 期 利 付 国 債     

  割 引 国 債     

  政 府 短 期 証 券     

  そ の 他     

商 品 地 方 債     

商 品 政 府 保 証 債     

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券     

合       計     



改正案 現行 

８．～14．（略） 

15．単体自己資本比率 

  当期末現在 

信用リスク・アセット算出手法  

 （単位：千円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   （略）   

一 般 貸 倒 引 当 金   オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除
して得た額 

  

信用リスク・アセット
調整額 

  内部格付手法採用組合等
において、適格引当金が期
待損失額を上回る額   

オペレーショナル・リ
スク相当額調整額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段    
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

  

   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

    第 ２ 貸 借 対 照 表 

  第  期末      年   月   日現在                  

 （信用組合名）  

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

（削る） 

買 入 手 形 
（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 
（略） 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

８．～14．（略） 

15．単体自己資本比率 

当期末現在 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：千円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   （略）   

一 般 貸 倒 引 当 金   オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除
して得た額 

  

内部格付手法採用組合等
において、適格引当金が期
待損失額を上回る額   

旧所要自己資本の額に
告示に定める率を乗じ
て得た額が新所要自己
資本の額を上回る額に
25.0を乗じて得た額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段    
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

  

   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

    第 ２ 貸 借 対 照 表 

  第  期末      年   月   日現在                  

 （信用組合名）  

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

全 信 組 連 短 期 資 金 

買 入 手 形 
（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 
（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

当 座 預 金 

普 通 預 金 

貯 蓄 預 金 
（略） 

リ ー ス 債 務 

（新設） 

  そ の 他 の 負 債 
（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  



改正案 現行 

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項（簡便な計算により算出した

時価に代わる金額について開示を行う場合には、その旨及び算定方法についても記載すること。

ただし、連結貸借対照表を作成している場合には、記載することを要しない。） 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項（ただし、連結貸借対

照表を作成している場合には、記載することを要しない。） 

(6) 持分法損益等に関する財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条の９に規定す

る事項 

(7)～(25) （略） 

２．～６．（略） 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

８．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (新設) 

  

  

(新設) 

 

（新設） 

 

(4)～(22) （略） 

  ２．～６．（略） 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正案 現行 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

その修正の内容及び金額 

９．（略） 

 

   第 ３ 損 益 計 算 書 
 年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

（信用組合名）  

科      目 金           額 

（略） 

     預 け 金 利 息 

（削る） 

     買 入 手 形 利 息 

（略） 

（略） 

× × × 
（削る） 

× × × 
（略） 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

９．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併により消滅する金融機関における当

該吸収合併直前の帳簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること

（新設合併の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  10．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

11．（略） 

 

（以下略） 

 

 

 

 

 

 

 

７．（略） 

 

第 ３ 損 益 計 算 書 
 年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

（信用組合名） 

科      目 金           額 

（略） 

     預 け 金 利 息 

  全 信 組 連 短 期 資 金 利 息 

     買 入 手 形 利 息 

（略） 

（略） 

× × × 
× × × 
× × × 

（略） 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

９．（略） 

 

（以下略） 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第９号の２ 

改正案 現行 

別紙様式第９号の２（第68条第２項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

                連 結 業 務 報 告 書        
     年  月  日から 

年  月  日まで 

                         （信用組合名）               

                        （所  在  地）                             

                                       年  月  日 

       殿 

                          （信用組合名） 

                          （理事（組合）長）   氏名              印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

連 結 業 務 報 告 書 

                                            

（略） 

 
 年  月  日から 

第１                            事業概況書 

年  月  日まで 

１．・２．（略） 

３．連結自己資本比率の状況 

 〔連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   

（略） 
  

（略）   

一 般 貸 倒 引 当 金 
  オペレーショナル・リ

スク相当額を８％で除

して得た額 

  

信用リスク・アセット

調整額 
  内部格付手法採用組合

等において、適格引当金

が期待損失額を上回る

額 

  

オペレーショナル・リ
スク相当額調整額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

 負債性資本調達手段      

別紙様式第９号の２（第68条第２項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

                連 結 業 務 報 告 書        

年  月  日から 
年  月  日まで 

                         （信用組合名）               

                        （所  在  地）                             

                                       年  月  日 

       殿 

                          （信用組合名） 

                          （理事（組合）長）   氏名              印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

連 結 業 務 報 告 書 

                    

（略） 

 
 年  月  日から 

第１                            事業概況書 

年  月  日まで 

１．・２．（略） 

３．連結自己資本比率の状況 

 〔連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   

（略） 
  

（略）   

一 般 貸 倒 引 当 金 
  オペレーショナル・リ

スク相当額を８％で除

して得た額 

  

内部格付手法採用組合

等において、適格引当金

が期待損失額を上回る

額 

  旧所要自己資本の額に

告示に定める率を乗じ

て得た額が新所要自己

資本の額を上回る額に

25.0を乗じて得た額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

 負債性資本調達手段      



改正案 現行 
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

     

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第２ 連結財務諸表 

１．（略） 

２．（    年  月  日現在）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

（削る） 

買 入 手 形 
（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

譲 渡 性 預 金 

借 用 金 

売 渡 手 形 
（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項（簡便な計算により算出した

時価に代わる金額について開示を行う場合には、その旨及び算定方法についても記載すること。） 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

(6)～(20) （略） 

２．～５．（略） 

６．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

     

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第２ 連結財務諸表 

１．（略） 

２．（    年  月  日現在）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

預 け 金 

全 信 組 連 短 期 資 金 

買 入 手 形 
（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

譲 渡 性 預 金 

借 用 金 

売 渡 手 形 
（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (新設) 

  

(新設) 

(4)～(18) （略） 

  ２．～５．（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正案 現行 

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

その修正の内容及び金額 

 
 年  月  日から 

３．                              連結損益計算書 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～４．（略）  

５．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併により消滅する金融機関における当

該吸収合併直前の帳簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること

（新設合併の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  ６．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

 

 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 年  月  日から 

３．                              連結損益計算書 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～４．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 



改正案 現行 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

７．（略） 

 

（以下略） 

 

 

 

５．（略） 

 

（以下略） 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第１０号 

改正案 現行 

別紙様式第10号（第68条第１項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

 

業  務  報  告  書 
  年  月  日から 

           第   期 

年  月  日まで 

                   （信用協同組合連合会名）               

                   （所   在   地）                            

                                       年  月  日 

       殿 

                      （信用協同組合連合会名） 

                      （理  事  長）  氏名         印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

業  務  報  告  書 

  

（略） 

 

第 １ 事 業 概 況 書 
  年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

１．～６．（略） 

７．商品有価証券 

種   類 額 面 金 額 取 得 原 価 当 期 末 残 高 
当期末手元現

在高 

商 品 国 債 千円 千円 千円 千円 

  長 期 利 付 国 債     

  中 期 利 付 国 債     

  割 引 国 債     

  国 庫 短 期 証 券     

  そ の 他     

商 品 地 方 債     

商 品 政 府 保 証 債     

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券     

合       計     

別紙様式第10号（第68条第１項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

 

業  務  報  告  書 
  年  月  日から 

           第   期 

年  月  日まで 

                   （信用協同組合連合会名）               

                   （所   在   地）                            

                                       年  月  日 

       殿 

                      （信用協同組合連合会名） 

                      （理  事  長）  氏名         印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

業  務  報  告  書 

 

（略） 

 

第 １ 事 業 概 況 書 
  年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

１．～６．（略） 

７．商品有価証券 

種   類 額 面 金 額 取 得 原 価 当 期 末 残 高 
当期末手元現

在高 

商 品 国 債 百万円 百万円 百万円 百万円 

  長 期 利 付 国 債     

  中 期 利 付 国 債     

  割 引 国 債     

  政 府 短 期 証 券     

  そ の 他     

商 品 地 方 債     

商 品 政 府 保 証 債     

そ の 他 の 商 品 有 価 証 券     

合       計     



改正案 現行 

８．～14．（略） 

15．単体自己資本比率 

 当期末現在 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   （略）   

一 般 貸 倒 引 当 金   オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除
して得た額 

  

信用リスク・アセット
調整額 

  内部格付手法採用組合等
において、適格引当金が期
待損失額を上回る額   

オペレーショナル・リ
スク相当額調整額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段    
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

  

   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第 ２ 貸 借 対 照 表 
  第  期末      年   月   日現在               

（信用協同組合連合会名） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 

（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

  そ の 他 の 負 債 

（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

８．～14．（略） 

15．単体自己資本比率 

当期末現在 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   （略）   

一 般 貸 倒 引 当 金   オペレーショナル・リ
スク相当額を８％で除
して得た額 

  

内部格付手法採用組合等
において、適格引当金が期
待損失額を上回る額   

旧所要自己資本の額に
告示に定める率を乗じ
て得た額が新所要自己
資本の額を上回る額に
25.0を乗じて得た額 

  

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段    
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

  

   

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第 ２ 貸 借 対 照 表 
  第  期末      年   月   日現在              

（信用協同組合連合会名） 

科     目 金  額 科     目 金  額 

（資 産 の 部） 

（略） 

保 管 有 価 証 券 等 

金 融 派 生 商 品 

そ の 他 の 資 産 
（略） 

 （負 債 の 部） 

（略） 

リ ー ス 債 務 

（新設） 

  そ の 他 の 負 債 
（略） 

 

資 産 の 部 合 計  負債及び純資産の部合計  

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 



改正案 現行 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項（ただし、連結貸借対照表を

作成している場合には、記載することを要しない。） 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項（ただし、連結貸借対

照表を作成している場合には、記載することを要しない。） 

(6) 持分法損益等に関する財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条の９に規定す

る事項 

(7)～(25) （略） 

２．～６．（略） 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

８．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

 (新設) 

 

 (新設) 

 

（新設） 

 

(4)～(22) （略） 

  ２．～６．（略） 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



改正案 現行 

その修正の内容及び金額 

９．（略） 

 

第 ３ 損 益 計 算 書 
 年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

９．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併により消滅する金融機関における当

該吸収合併直前の帳簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること

（新設合併の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  10．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

11．（略） 

 

（以下略） 

 

 

７．（略） 

 

第 ３ 損 益 計 算 書 
 年  月  日から 

第  期 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～８．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

９．（略） 

 

（以下略） 

 

 



○ 協同組合による金融事業に関する法律施行規則 別紙様式第１０号の２ 

改正案 現行 

別紙様式第10号の２（第68条第２項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

 

               連 結 業 務 報 告 書        
     年  月  日から 

年  月  日まで 

                   （信用協同組合連合会名）               

                   （所   在   地）                            

                                       年  月  日 

       殿 

                      （信用協同組合連合会名） 

                      （理  事  長）  氏名         印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

連 結 業 務 報 告 書 

                   

（略） 

 
 年  月  日から 

第１                            事業概況書 

年  月  日まで 

１．・２．（略） 

３．連結自己資本比率の状況 

 〔連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   

（略） 
  

（略）   

一 般 貸 倒 引 当 金 
  オペレーショナル・リ

スク相当額を８％で除

して得た額 

  

信用リスク・アセット

調整額 
  内部格付手法採用組合

等において、適格引当金

が期待損失額を上回る

額 

  

オペレーショナル・リ
スク相当額調整額 

  

別紙様式第10号の２（第68条第２項関係） 

                                     （日本工業規格Ａ４） 

 

               連 結 業 務 報 告 書        
     年  月  日から 

年  月  日まで 

                   （信用協同組合連合会名）               

                   （所   在   地）                            

                                       年  月  日 

       殿 

                      （信用協同組合連合会名） 

                      （理  事  長）  氏名         印 

     年  月  日から   年  月  日までの事業の成績を次のとおり報告します。 

連 結 業 務 報 告 書 

                   

（略） 

 
 年  月  日から 

第１                            事業概況書 

年  月  日まで 

１．・２．（略） 

３．連結自己資本比率の状況 

 〔連結自己資本比率〕 

信用リスク・アセット算出手法  

（単位：百万円） 

項     目 前期末 当期末 項     目 前期末 当期末 
（略）   

（略） 
  

（略）   

一 般 貸 倒 引 当 金 
  オペレーショナル・リ

スク相当額を８％で除

して得た額 

  

内部格付手法採用組合

等において、適格引当金

が期待損失額を上回る

額 

  旧所要自己資本の額に

告示に定める率を乗じ

て得た額が新所要自己

資本の額を上回る額に

25.0を乗じて得た額 

  



改正案 現行 

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段       
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

     

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第２ 連結財務諸表 

１．（略） 

２．（    年  月  日現在）連結貸借対照表 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (4) 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項 

 (5) 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

(6)～(20) （略） 

２．～５．（略） 

６．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併(中小企業等協同組合法第63条の２

に規定する吸収合併をいう。以下同じ。）により消滅する金融機関における当該吸収合併直前の帳

簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併（同法第63

条の３に規定する新設合併をいう。以下同じ。）の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合（中小企業等協同組合法第

63条の２に規定する吸収合併消滅組合をいう。以下同じ。）の名称、吸収合併の目的、吸収合併

日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合（同法第63条の２に規定す

る吸収合併存続組合をいう。以下同じ。）の名称 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 吸収合併消滅組合から引き継いだ資産、負債及び純資産の額並びに主な内訳並びにこれらに

ついて帳簿価額で評価している旨 

(4) 会計処理方法を統一している旨。なお、複数の会計処理方法を同一の事業年度に統一できな

い場合には、その旨及びその理由 

７．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

負債性資本調達手段等   リスク・アセット等計
(F) 

  

負債性資本調達手段       
期限付劣後債務及び
期限付優先出資 

     

補 完 的 項 目 不 算 入 額 △ △ T i e r１比率 ( A／ F ) ％ ％ 

補 完 的 項 目  ( B )   自己資本比率 (E／ F) ％ ％ 

（略） 

 

第２ 連結財務諸表 

１．（略） 

２．（    年  月  日現在）連結貸借対照表 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．次の事項を注記すること。ただし、特定の科目に関連する注記については、その関連が明らかに

なるように記載すること。 

 (1)～(3) （略） 

 (新設) 

 (新設) 

(4)～(18) （略） 

  ２．～５．（略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （新設） 



改正案 現行 

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 当該吸収合併直前における当該吸収合併に係る吸収合併消滅組合の名称、吸収合併の目的、

吸収合併日及び吸収合併である旨並びに当該吸収合併後の吸収合併存続組合の名称並びに吸収

合併存続組合を決定するに至った主な根拠 

(2) 合併比率及びその算定方法並びに出資１口当たりの金額 

(3) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間 

(4) 吸収合併日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳並びにこれらにつ

いて時価で評価している旨及び当該吸収合併について吸収合併対象財産の全部を対価として交

付する現金等の時価を付す吸収合併と判定した理由 

(5) 吸収合併契約において、当該吸収合併契約締結後の将来の事象又は取引の結果により当該吸

収合併の対価として、現金等を追加的に交付し又は引き渡す旨を規定している場合には、その

旨及び内容並びに当該事業年度以降の会計処理の方針 

(6) 取得原価の配分が完了していない場合には、その旨及びその理由並びに吸収合併が行われた

事業年度の翌事業年度以降において取得原価の当初配分額に重要な修正がなされた場合には、

その修正の内容及び金額 

 
 年  月  日から 

３．                              連結損益計算書 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～４．（略）  

５．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、吸収合併により消滅する金融機関における当

該吸収合併直前の帳簿価額を付す吸収合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること

（新設合併の場合についても同様に取り扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 当該吸収合併に要した支出額及びその科目名 

  ６．当事業年度において、吸収合併対象財産の全部に、対価として交付する現金等の時価を付す吸収

合併が行われた場合には、次に掲げる事項を注記すること（新設合併の場合についても同様に取り

扱うものとする。）。 

(1) 計算書類に含まれる吸収合併消滅組合の業績の期間 

(2) 吸収合併消滅組合の取得原価及びその内訳 

(3) 負ののれん発生益の金額及び発生原因 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 年  月  日から 

３．                              連結損益計算書 

年  月  日まで 

 

（略） 

 

（記載上の注意） 

１．～４．（略）  

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 



改正案 現行 

７．（略） 

 

（以下略） 

 

５．（略） 

 

（以下略） 
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